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インフラPFIの円滑な導入のための

リスクの予見可能性とその対応
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B y K eiichi K ITA Z U M E , K azuaki M IY A M O T0  4nd Y ukiya SA TO

P F I 事業において適切なリスクマネジメン トを行 うために重要となるもののひとつに、

リスクイベン ト発生の予見性があげられるも リスクを予見できない場合、そのリスク費用

を消極的に負担 したことになり、当初想定していなかった大きな負担を強いられ、また、

適切な負担者以外の主体が負担せざるを得ない状況にもなりかねない。特に、インフラス

トラクチャ事業では、ジスクによる影響も大きいことから、あらかじめ知ることによつて

適切に対応策を講 じ、その影響を減 らすことが重要である。本研究では、道路事業を例に

とりあげ、実際に一般道路事業を進めている全国の道路事務所に対 してアンケエ トを行い、

それぞれのジスクの予見性 と予見できた場合の対策に現状について調べた。この結果、発

生確率が高いものであっても予見可能な比率が小さいものがあり、過去の事業経験とそれ

らのデータベース等を活用 して予見可能性を高めることが必要であることと、同じような

リスク項目であつても対応策を講 じているものと講 じていないものがあり、マニユアル化

や情報交流等による組織的なマネジメン トが必要であることをそれぞれ指摘 した。

【キーワー ド】インフラPFI、リスク要因、予見性

スクマネジメン トの中から、本研究においては、 りヵ
l. は じめに

特に、 ジスクイベン トの予見性に着 目し、分析を試
日本における PFI 事業は 200 件を超え、今後も増  みる。 ジスクマネジメン トの最初のステップである

、件数が増加するにとも
  リスク認識に繋がる部分であり、特に重要であると

力日すると見られる。 しかし

なって、これ らの事業がさまざまなリスクを抱えて
  考えたからである。

お り、これ らに適切に対処する必要性が高いことも   _ 方で、インフラス トラクチャ事業に PFI 方式を
認識 されてきた。逆に、PF正方式は、本来、 リスク

  導入することは、その予算規模が大きいことから効
をできるだけ明確にして事前に徹底的に議論するこ

  果が非常に大きく、さらに、そこで培われたノウハ
とで、非常に効果的にマネジメン トすることを基本

  ゥが公共事業全体の実施方式の改善に繋がるとい う
にしているものであり、この方式をうまく活用すれ

  意味で意義が高いにもかかわらず、実際には、未だ、
ば、これまでの一般の公共事業においても必ず しも

  実施にまで至った事例がほとんど見受けられない。
効率的に行われてこなかった リスクマネジメン トを

  本研究では、このようなことから、インフラス トラ
より効果的に行える可能性を有 しているとい うこと

  クチャ事業の中でも特に重要な一般道路事業を例に

取 り上げ、実際の状況をベースに分析 した。
もできる。
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2 . 基本的な考え方

効果的なジスクマネジメン トを進めるにあたつて

は、その リスクイベン トの発生をあらかじめ予見で

きることが望ましい。 ジスクを事前に予見できなけ

れば、リスク発生までその存在を知ることができな

いことから、消極的にそのリスク費用を負担 してい

ることになる。具体的には、当初想定 していなから

た大きな負担を強いられた り、適切な負担者以外の

主体が負担せざるを得ない状況にもなったりする。

リスクマネジメン トサイクルにおいても、冒頭に

R isk ldentiけ のステップがあり、ここで認識 された

リスクを基本にして、さまざまな対応策が検討 され、

講じられる。英国などで行われる PFI 事業では、こ

のステツプのためにリスクワークショップが複数回

行われる。

日本における道路事業をはじめとしたインフラ事

業に着 目した場合、現在においても、担当者ベース

でのさまざまな経験から、 リスクイベン トの発生を

あらかじめ予想 し、さまざまな対処をしている。 し

かし、その予想 と対処がシステマティックに行われ

ているとは言い難 く、より組織的 ・総合的な取 り組

みによるリスクマネジメン トの効率化が求められて

いると考えられる。

3 . アンケー トの概要と結果

(1) アンケートの概要

アンケー ト調査は、平成 15 年度、平成 16 年度の

2 回にわたって行つた。アンケー ト票は、国土交通

省道路局から各地方整備局を通 じて各河)|1国道事務

所、国道事務所に電子メエルの添付ファイルで配布

し、各事務所からは、記入 したファイルを同様に電

子メエルにて返送してもらわた。

調査対象は全国の国道事務所、河川国道事務所の

計 99 事務所である。道路事業を、 I ― 「測量 ・設

計」、正一 「設計協議」、田二 「用地買収」、IV 一

「工事」の 4 段階と、V 一 「管理中」に分け、各事

務所がその年度に実施 している事業の中から対応に

苦慮 した工区、つまり何 らかのリスクが発生 した工

区を、平成 15 年度においては3 つ、16 年度におい

ては 5 つ抽出 してもらい、それについて質問した。

この抽出方法は、調査の効率性 と回答の容易さを高

めるために採用 した方法であり、本研究で扱 うデー

タや得 られる結果が リスク発生データを中心にした

ものであることを認識 しておく必要がある。88 事務

所から回答の返送があつた。

調査項目は大別 して以下の 3 つである。

①事業費、計画 (事業化時点での概数) と実績

②事業期間、計画 (事業化時点での概数) と実績

③平成 13 年以降現在までにおける対応に苦慮した

イベントの種類、その要因と規模及び影響、予

見可能性と対応策

(2) アンケートによる影響及び発生確率の高いリスク

ここでは、アンケエ ト結果の中から、後の分析に

用いるリスクの影響および発生確率の高いリスクイ

ベン トについてまとめる。

事業期間の延長を招くリスクイベン トの影響ある

いは発生確率の大きいものとして(
・構造変更による作業のや り直し

○環境対策に関する協議

○ルー ト・構造に関する地元協議
・関係機関との調整

○埋蔵文化財に関する協議

○用地交渉の難航

があげられ、事業費の増加を招くリスクイベントの

影響あるいは発生確率の大きいものとして、上記の

ほ か に 、

○ルー ト変更による作業のや り直 し

・予算措置の変更

・地価の下落に代表 される経済社会状況の変化

○予期せぬ地質条件変化への対応

などがあげられる。 この うち、○をつけたものは、

影響 も大きく発生確率も高いものであると

4 B リスク要因の予見可能性 とその対応

(1) リスク要困の予見の有無

全体の発生 リスク要因の中で、ジスクを事前に認

識 していたのは、項目数ベースで 25.4% となった。

約 3/4 のリスクは、顕在化するまで認識がなかった

ことになる。また、予見された 195 要因の中で、事

前対応策を実施 したものは 182 要因となってお り、
一般国道事業においてもリスクマネジメン トが経験

的に実施されていることがわかる。
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表- 1は、要因毎の予見可能性をまとめたものであ

るよ要因を表のように分類し、要因分類ごとに下記

の式のような予見率を整理した。

予見率 =  予見有の要因個数/ 要因合計

工事による周辺地域への影響では 52% 、埋蔵文化

財の発見では 44% 、大気 ・水質汚染 ・騒音問題では

43%であり、それぞれ予見率が高いことがわかる。一

方で、前節で影響および発生確率が大きいとされたも

のでも、ルエ ト・構造に関する地元協議、用地交渉

の難航、ルT 卜変更による作業のや り直し、予期せ

表- 1 要因分類別の予見率

ぬ地質条件変化への対応などでは、必ず しも予見率

が高いわけではない。今後は、これらのリスクに対

する認識を高めていくことが必要である。
一方で、ひとつの要因分類の中の同じような要因で

あつても、予見性にばらつきのある例が多く見られ

る。ここでは示さなかったが、工事事務所間にも予

見率のばらつきがある。これは、各工事事務所の担

当者による経験に基づきリスクの予見およびマネジ

メントを行っていることを示しており、事務所間の

情報の共有が必要となろう。
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(2) 予見できたリスクヘの対応

予見できた リスクヘの対応 としては、関係機 関

(公共) との事前協議や事前調査が多く、一般国道

事業を実施する際には関係機関との調整が欠かせな

い。地元 自治体や河川管理者、1警察など多数の公共

主体が関わることになるため、接続道路や交差点形

状に関する事前協議などを事前に実施 しておくこと

で得 られるジスク低減効果は大きい。 しかし、個別

リスク要因に対する協議には限界があり、やはり、

英国などで行われている関係主体すべてが集まった

包括的な リスクワークシヨップの実施により、その

効果を高めることが重要となろう。

5 。まとめ

全国の河川国道事務所に実施 したアンケー トによ

つて把握 した道路事業の リスクとそれ らへの対応の

現状分析の結果、予定期間からの事業期間超過、予

定事業費からの事業費超過がそれぞれ大きいリスク

要因を確認することができた。また、そのようなリ

スクの中には予見が可能なものがあり、その対応策

の実施も確認 されているが、より効果的なリスクマ

ネジメン トを実施することにより、リスクを小さく

することが可能であると考えられる。

より具体的には、次のようにまとめられる。

① 特定の リスクについては発生確率あるいは発

生時の影響が非常に大きいものがあり、マネ

ジメン トの対象 として重点的に行 うべきもの

とそ うでないものに分類 した上での、効果的

なマネジメン トが必要となる。

② 発生確率が高いものであっても予見可能な比

率が小 さいものがあり、道路事業の経験 とそ

れ らのデータベース等を活用 して予見可能性

を高めることが求められる。

③ 同じようなジスク項 目であつても対応策を講

じているものと―講 じていないものがあり、マ

手ユアル化や情報交流等による組織的なマネ

ジメン トが必要である。

なお、本研究は、国土交通省道路局から受託 し、

土木学会建設マネジメン ト委員会 P F I研究小委員

会において実施 した 「道路事業におけるリスクマネ

ジメン ト検討調査」の成果の一部である。ここに、

厚く謝意を表 したい。
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Foreknow ledge and C ounterm easure of R isks of夏中frastructure FrttectS

‐By K eiiohi K ITAZ U M E、 K azllaki M IY A M O TO  and Y ukiya sA TO

In a PFI prd eCt,One of the m ost im portant things for effcctive risk m anagem ent is to foreknow  ttsk
event occurrences,Ifthey are nOt foreknow n;the prttect m uSt passively pay the cost w hich m ust be
higher and then unsuitable stakeholder has to pay it. Esplcially in an infrastm cture proJect,対sks
should be system atically m anaged because of their large ittpacts over Surrounding areas and large
am ount of resources required ,ev en th ou gh th e proJect h as been in dividually m anaged dep en ding on

each m anager
'
s know ledge, skill and pow er. T he present p ap er con du cts a qu estionn aire su rvey to

nationw ide offlces of the Jap an M in istry of L and, Infrastructtre an d T ransport W hich dev elop m ost

of all national roads and collects data includin g cLLrrent risks,forek now ledge and counteェュェェeasure of

them .T h is research con clu des th at som e risk s are n ot fbreknow n ev en though th lse w ill occur w ith

high  prObab ility or w ith iarge lm pacts and th e counteェェェェeasllres agattst si印1lar risk s are not alw ays

taken. These results argue that the increasing probability of prescience is required by saving A sk
data and k■ow ledge share is rnuch required for the dilruslon of gOod d sk inanagem ent,
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